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研究成果の概要（和文）：　本研究は、精神障害者の退院促進と地域生活の安定的定着を行うため、国内外の施
設・機関のインタビュー調査を行い、その結果からIMR（リカバリーと病気の自己管理）プログラム（以下、IMR
とする）等の導入支援モデルを構築した。導入支援モデルの有用性を検証するため、事業所を募集し、説明会の
開催、研修・コンサルテーション・グループ・スーパービジョンの提供を行い、導入プロセスの記録の分析を行
った。導入支援を受け、各施設のプログラム適合度は高かった。IMRプログラムを実践するソーシャルワーカー
等スタッフの関心・熱意の強さ及び利用者の肯定的な変化がプログラムの実施と継続の強い促進要因となってい
た。

研究成果の概要（英文）： The aim of the study was to support implementation of a new 
evidence-based-practice program which promotes discharge from hospitals and settlement to 
communities of persons with mental disability.  We conducted interviews in Japan and Norway. Based 
on the results of the interviews, the implementation support model of IMR (Illness Management and 
Recovery) program was built.　In order to verify the usefulness of the implementation support model,
 we recruited mental health service agencies.  We provided program guidance meetings, training 
sessions, consultation and group supervisions.  We　analyzed the record of the implementation 
process.  The fidelity scores of the IMR program of the participating agencies were high.  Height of
 interest and the strengths of enthusiasm of social workers and other staff who practice IMR 
program, and positive change of clients who participated in IMR program were strong promoting 
factors of program implementation and continuation.

研究分野：社会福祉学

キーワード： IMR　リカバリー　導入支援　ソーシャルワーク　就労移行支援事業　精神障害者　EBP　リカバリーと
病気の自己管理
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
（１）精神障害者の地域生活支援 
 
 精神障害者の人権を保障し、社会的入院を
解消するため、2013 年６月には精神保健福祉
法が改正され、医療保護入院において精神保
健福祉士などが従事する退院後生活環境相
談員が選任されることとなった。一方、障害
福祉サービスでは、地域移行、地域定着支援
サービスが 2012 年度より一部、障害者総合
支援法による個別給付化された。 
このような中、医療機関や障害福祉サービ
ス事業所のソーシャルワーカーらは、試行錯
誤しつつ精神障害者の支援をしている。具体
的な生活・就労支援、医療サービスも有用で
あるが、精神障害者は、目的を持ちながら、
自己の病気に向き合い、うまくコントロール
する力をつける支援を必要としている
(Stein-Parbury ら、2012)。 
 
（２）IMR の有用性 
 
国際的に一定の評価の定まった科学的根
拠に基づく実践（以下、EBP とする）プログ
ラムとして、病気・疾患の理解、ストレス対
処、服薬管理、再発防止計画等の知識とスキ
ルをパッケージとして伝えられるリカバリ
ーと病気の自己管理プログラム（Illness 
Management and Recovery）（以下、IMR と
する）がある。IMR は、９つのテーマに基づ
き、個人あるいはグループを対象に、週に１
回、１時間半くらいのセッションを半年から
１年提供するプログラムである。 
欧米で普及してきており（Whitley ら､
2009）、わが国においても実施されてきてい
る（福島喜代子ら、2017）が、普及が十分と
はいえない。 
筆者らは、これまでIMRを試行的に実施し、
精神障害者当事者及び現場のスタッフから
のフィードバックを受け、日本の文化と社会
システムに合致した IMR 配布資料（ルーテル学
院大学版）を開発した（科研費基盤研究
(C)2008-2010 年度：20530536）。そして、IMR
の実践研究を行い、IMR への参加によって精
神障害者に GAF（機能の全体的評定）、ケアの
必要度尺度の「緊急時の対応」等の改善がみ
られることが明らかとなった（Fukushima ら、
2017）。 
しかし、EBP の知識の啓発のみでは、現場
における導入が進まないことから、より個別
具体的な導入支援のあり方等が研究の焦点
となっている（Powell ら、 2014）。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、精神障害者の退院促進と地域生
活の安定的定着のために、ソーシャルワーカ
ー等が地域で活用できるEBPプログラムの導
入支援に焦点をあてた研究である。本研究で

は、①EBP プログラム導入の実際と戦略を明
らかにし、②新規プログラムの導入支援モデ
ルを構築し、③同モデルを用いた新規プログ
ラム導入のあり方を検討する。これらにより、
EBP プログラムの導入がより多く実施され、
精神障害者のスムーズな退院と地域生活の
安定が図られるようになることを目的とし
て実施した。 
 
３．研究の方法 
 
（１）海外の先進実施施設・機関における IMR
の導入と実施形態についてのインタビュー
調査 
 
① 調査対象：先進的に精神保健医療福祉シ
ステムの多層なレベルにおいて IMR を実
施しているノルウェーの施設・機関、3
か所、合計 5 名のソーシャルワーカーや
臨床心理士、看護師等の専門職。 
② 調査内容：IMR の導入と実施形態。 
③ 調査方法：個別インタビューを実施し、
データを質的内容分析する。インタビュ
ーには平均２時間 11 分要した。 
 
（２）新規プログラムの導入支援モデルの構
築 
 
① モデル構築検討会を開催。 
② 新規プログラムの導入支援モデルを構築。 
 
（３）IMR 導入 IMR 導入希望施設・機関の募
集と新規プログラムの導入支援の実施 
 
① IMR セミナーによる普及啓発 
② IMR 導入希望施設・機関への新規プログ
ラムの説明会の開催 
③ マニュアル、配布資料の提供 
④ スタッフ研修 
⑤ コンサルテーションの提供 
⑥ グループ・スーパービジョンの提供 
 なお、セミナーや説明会、研修、グループ・
スーパービジョンは、参加しやすさを考慮し
て、夜間の時間帯に設定して実施した。 
 ④⑤⑥の研修、コンサルテーション、グル
ープ・スーパービジョンは、筆頭筆者を中心
に筆者ら 3名で提供した。 
 
（４）IMR のフィデリティ調査 
 
 導入支援を受けた施設・機関において、IMR
がどのように実施されているかを確認する
ために、フィデリティ調査を実施。筆頭筆者
を除いた 2名が分担して実施した。 
 
（５）新規プログラムの導入支援モデルのあ
り方の検討 
 
① IMR 導入希望施設・機関への導入支援の
過程記録を収集。 



② 記録を分析し、導入支援のあり方を検討。 
 
４．研究成果 
 
（１）海外の先進実施施設・機関における IMR
の導入に関する調査の結果 
 
海外の先進実施施設・機関に対するインタ
ビュー調査の結果を逐語録にして整理した
ところ、642 の切片が得られた。その中から
精神保健医療福祉システム、機関の説明、IMR
の実施概要とIMR利用者の変化の内容に関す
る合計 242 片を除き、残った 400 の切片を分
析した。 
 精神保健医療福祉システムを（A）国や国
立大学付属病院研究所レベル、（B）スペシャ
ライズドケアレベル（地域精神保健福祉セン
ターレベル）、(C)プライマリーケアレベル
（コミューンレベル）の３層と、（D）スペシ
ャライズドケアレベルとプライマリーケア
レベルの関係性に整理し、IMR 導入の促進要
因と阻害要因を整理していった。 
それぞれのレベルごとのカテゴリーの他、
スペシャライズドケアとプライマリーケア
の両レベルに関わるサブシステムとして、
(E)管理職等、(F)同僚、(G)実践家、（H）実
践の内容、（I）利用者の５つのサブシステム
がカテゴリーとなった。これらのカテゴリー
においてもIMR導入の促進要因と阻害要因が
抽出され、それぞれサブカテゴリーとして位
置づけられた。 
サブカテゴリーが一度形成されたものの、
該当する切片が１つのみであった３項目は、
サブカテゴリーとして成立しないと判断し
て削除した。よって、最終的に合計 397 切片
を対象に分析した。各カテゴリーの名称と、
促進要因と阻害要因に該当する切片数を表
したのが表１である。 
 
（２）新規プログラムの導入支援モデル 
 
 海外の先進実施施設・機関における IMR の
導入に関する調査結果をもとに、検討を重ね、
新規プログラムの導入支援モデルに必要な
要素は、①プログラムについての広報啓発活
動、②組織への働きかけ、③マニュアルや配
布資料等の提供、④具体的な研修の提供、⑤
個別のコンサルテーション、であると判断し
た。 
 
（３）IMR 導入希望施設・機関へ新規プログ
ラムの導入支援 
 
 導入支援モデルを用いて、IMR の導入支援
を行った。導入支援の実際は以下の通りであ
る。 
① IMR セミナーによる普及啓発 
② IMR 導入希望施設・機関への新規プログ
ラムの説明会の開催 
③ マニュアル、配布資料の提供 

④ スタッフ研修 
⑤ コンサルテーションの提供 
⑥ グループ・スーパービジョンの提供 
 
まず、東京都内のすべての就労移行支援事
業所、生活訓練事業所にセミナーの案内を郵
送した。IMR セミナーでは、(a)ノルウェー視
察調査の報告、(b)日本国内で IMR を実施し
ている地域活動支援センターより、事業所の
スタッフと、IMR 参加者（精神障害者）２名
からの報告、(c)ノルウェーにおける IMR の
実践状況についての報告、(d)IMR の説明、(e)
導入支援研究の説明を行った。 
 
 
表１ IMR 導入の促進要因と阻害要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 IMR 導入希望施設・機関は３施設（就労移
行支援事業所）となり、それぞれの施設・機
関に対して、②～⑥を実施した。②の説明会
は、IMR の実施を担当する職員のみならず、
施設長をはじめ、組織の他のスタッフにも参
加を求めた。③については学会で頒布してい
るマニュアルの提供と、筆者らが開発した
IMR の配布資料を提供した。④のスタッフ研
修は、各 IMR 導入希望施設・機関に出向いて
提供した。また、複数の施設・機関の職員同



士が交流する機会を得られる工夫をした。 
⑤のコンサルテーションの提供については、
IMR 実施直後の支援のニードが高いことが、
前述の海外の先進実施施設・機関における
IMR の導入に関する調査で明らかになってい
たので、各施設・機関の IMR 実施開始時期を
把握し、実施開始直後に事前に調整をした上
で、電話によるコンサルテーションを提供し
た。⑥のグループ・スーパービジョンは、参
加施設・機関と日程調整した上で実施した。
このことにより、参加した施設・機関同士で、
実施の工夫状況などの情報交換を行うこと
が可能となった。 
 
（４）フィデリティ調査の結果 
 
導入支援を受けて、各施設はスムーズで、
プログラム適合度の高い実践をしていた。フ
ィデリティ調査の結果は表２の通りである。 
 
表２ 導入支援を受けた施設・機関のフィデ
リティ評価値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
項目 1～4 は、プログラムの構造に関する
ものであり、いずれも適合度の平均値が 5.0
と高かった。 
項目 6、7 は、プログラムの実施の流れに
関するものであり、平均値は 4.7 以上と高か
った。 
項目 8～13 は、プログラム実施時に用いる
アプローチや技術に関する項目であり、項目
10 の「認知行動的技法」がやや低くて平均値
が 4.3 であるものの、残りの 5項目は平均値
が 4.7 以上となり、高かった。 
これは、スタッフが IMR 専門の配付資料（ル
ーテル学院大学版等）を用いて資料に書かれてい
る順番に沿って個々の利用者とのやりとり
を進行すると、自然に「動機付け（第 8項目）」
「教育的方法（第 9項目）」「対処技能訓練（第
11 項目）」「再発防止訓練（第 12 項目）」「薬

物療法のための行動調整（第 13 項目）」を活
用して利用者の支援が行えるようになって
いるからであると考える。 
しかし、項目 10 の「認知行動的技法」に
ついては、一部のセッションでは行われる構
造となっているものの、IMR の配布資料を用
いながら実施すると、意識的にこの技法を適
用しようとしない限り、フィデリティスケー
ルで「5」に該当するほどの高い割合で行う
には至らない。そのため、適合度がやや低く
評価されたと思われる。 
第 5項目の「重要な他者の関与」の適合度
は低かった。筆者らの事前研修において、こ
の項目の内容の必要性について具体例を交
えて説明した。しかし、各施設・機関のスタ
ッフが、個々の利用者が日常生活の中で重要
な他者の関与を得られるほどのレベルの知
識・技術水準の修得には至らなかったことが
影響していると思われる。日常生活の中で、
IMR で設定した個々のリカバリー目標に関わ
るチャレンジ課題の実施するときに、「重要
な他者」（家族に限らず、IMR 実施事業所以外
のサービス提供者ら）に関わってもらうこと
が望ましい。IMR 実施時に、日常生活の中で、
チャレンジ課題の実施時等に重要な他者の
関与を得ることの重要性を研修等でさらに
伝えていくことが今後の課題である。 
 
（５）新規プログラムの導入支援モデルのあ
り方の検討 
 
施設・機関への導入支援のプロセスを分析
するために、導入過程における記録を収集し、
集計した（表 3）。 
 

表 3 導入支援を受けるのに要した時間（平

均値） 

内容            回/分 

連絡調整（回数）      23 回 

連絡調整（時間）     228 分 

セミナー参加     120 分 

説明会     120 分 

研修会（3回）     360 分 

電話コンサル      40 分 

グループ SV（3 回）     360 分 

合計         1228 分 

 
施設・機関において、IMR を導入するにあ
たり、導入支援を受けた結果、セミナー参加、
説明会、研修会（3 回）などに平均して合計
600 分（10 時間）要していた。また、プログ
ラム実施後に、電話によるコンサルテーショ
ン及びグループ・スーパービジョンを受け、
それに平均して合計 400 分（6時間 40 分）要



していた。そして、施設内外の連絡調整に平
均して 23 回（メール、電話等により）連絡
を行い、その所用時間は平均して合計 228 分
（3時間 48分）であった。 
なお、この数値には、IMR のセッション時
間、複数施設・機関で調整を行ったグルー
プ・スーパービジョンの日程調整時間、フィ
デリティ調査を受けるための連絡調整時間
は含んでいない。 
 一方、この数値には、施設・機関における
スタッフ同士の打ち合わせや事前勉強会の
時間が含まれていた。 
IMR を、施設・機関で導入するにあたり、
導入支援モデルを適用して実施したところ、
施設・機関において 20 時間強の時間を要し
たことが明らかになった。 
 
【考察】 
 
EBP の一つとして世界で推進されている
IMR の導入支援には、戦略的で多層的な働き
かけが必要であることが示唆された。新しい
プログラムの導入においては、関係する複数
のサブシステムから一定の抵抗があること
があり、そのような抵抗に対応するために、
地域全体、組織、管理職レベルや多職種への
働きかけを合わせて実施することに意味が
あることが示唆された。また、プログラム参
加者（利用者）の変化が目に見える形で関係
者に理解されると、サブシステムの拒否や抵
抗も薄まっていくことが窺えた。 
本研究で開発した新規プログラムの導入
支援モデルに基づく導入支援を受けてIMRを
実施した施設・機関において、IMR のフィデ
リティ調査結果は高かった。これは、戦略的
に、一定の時間をかけて導入支援が行われた
影響があったことが示唆される。 
 IMR 等、新規プログラムを実施するにあた
って、マニュアルや配布資料等、物理的なも
のの提供のみならず、組織への説明会、事前
研修、グループ SV の機会などが提供される
ことが推奨され環境整備がなされることが
望ましいであろう。 
 筆者らの精神科デイケア及び障害福祉サ
ービス事業所を対象とした研究において、
IMR の認知度は 49.5％と高くはなかったが、
IMR を実施していない施設・機関のプログラ
ム実施意向は「非常にある」と「少しある」
が合わせて 23.9%あった。そして、新規プロ
グラム導入への「組織の姿勢」や「利用者理
解」が十分にあることが IMR 実施意向の強さ
に有意に影響していた。一方、プログラムを
実施するには「スタッフ数が不足している」
と認識している方が、実施意向が強いことが
示唆された（福島ら 2017）。 
このようなことから、実施意向が強く、利
用者の理解がすすむような説明がなされる
事業所において、本研究で示されたような新
規プログラムの導入支援モデルが提供され
ると、EBP プログラムなどの導入がすすむの

ではないかと思われる。IMR 等の導入がすす
めば、精神障害者の退院促進・地域定着がよ
り促進されることになると考える。 
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